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「アショカ・チャクラ」は
インドの国章の中心的要素であり、

また国旗の中心にもあしらわれています。
この輪が象徴する平和的進歩とダイナミズムは、
インドの啓示に満ちた過去から受け継がれ、
インドを躍動する将来に向かわせる

力となっています。

太古の昔からインドの国章として
用いられているライオンは、

力、勇気、粘り強さと智恵という、
古代から今日まで受け継がれている
インド的価値観を表しています。

農業から自動車まで
ハードウェアからソフトウェアまで
衛星から潜水艦まで
テレビから映画まで
橋からバイオテクノロジーまで
ペーパークリップから発電所まで
道路から都市まで
友情からパートナーシップまで
利益から進歩まで
あなたが望むも のはすべて、  
インドで作ってください。
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新たなプロセス
・ビジネスのしやすい環境づくりを重視
・免許制度と規制の緩和

新たなインフラ
・産業大動脈
・産業クラスター
・スマートシティ
・イノベーション促進
・能力開発

新たな分野
・防衛、建設、鉄道などの重要産業における
  FDI の開放

新たな姿勢
・初めてインドに投資する投資者を到着時か
  案内し、支援する専門チーム
・全分野における、特定企業にターゲットを
  絞った働きかけ

新たな優遇措置

「メイク・イン・インディア」
プログラムには、

投資とイノベーションの促進、
知的財産保護、最高レベルの
製造インフラのための
主要な新規優遇措置が
含まれています。

映画産
業の規

模は
201

8年ま
でに

220
0億ル

ピーに
達する

201
3年度
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は91

80億
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400
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資金援助
2014年度連邦予算における条項：

→コミュニティ・ラジオ局の発展を奨励するために、1億ルピーが割り当てられた。
→全インドで実施される政策「デジタル・インディア（Digital India）」と、村や学校にサービスを届け、IT 技術の訓練をし、
政府のサービスやスキーム利用を可能にする E-Kranti を提供するための「国家農村インターネットおよび技術ミッ
ション（National Rural Internet and Technology Mission）」を立ち上げるために、50億ルピーが割り当てられた。

→優れた統治を促進するプログラムの立ち上げのために、10億ルピーが割り当てられた。

州政府による優遇措置：

→創出雇用の数、投資地域などにもとづいた優遇措置が利用可能。
→アニメとゲーム：法律に定められた通り、経済特区（SEZ）内の企業には優遇措置が適用される。

産業政策
→インド政府は、2014 年までにケーブルテレビ網をデジタル化す
るため、「ケーブルテレビ網（規制）改正法」を2011年 12 月に
承認した。デジタル化体制の下、ケーブル会社はデジタルの信
号のみを送るという法的な義務に従い、消費者はセットトップ
ボックス（STB）を使って契約したチャンネルを見ることができる。

→フェーズIと IIにおいて、3300万個のSTBが設置された。フェー
ズ III と IV では、約 1億 1000 万個の STBが必要になる見込み。

→イタリア、ブラジル、英国、ドイツ等の様々な国と共同制作の
合意により、映画産業の輸出可能性が拡大する。

 

FDI 政策
放送通信サービス

→通信ネットワーク拠点、DTH、ケーブル網、携帯テレビ、ヘッドエンド・イン・ザ・スカイ放送サービスへの 74% までの FDI は、49%
まで自動承認ルートで認められる。49%を越える（74%まで）FDI は、政府ルートで行われる。

→ケーブル網への 49%までの FDI が、自動承認ルートで認められている。

放送コンテンツサービス

→FMラジオについては、26%までの FDI が政府ルートで許可されている。
→「ニュースと時事問題」を扱うテレビ局のアップリンクについては、26%までの FDI が政府ルートで許可されている。
→「ニュースと時事問題以外」を扱うテレビ局のアップリンクまたはダウンリンクについては、100% までの FDI が政府ルートで許可されて
いる。

印刷媒体

→ニュースや時事問題を扱う新聞と定期刊行物の出版については、26%までの FDI が政府ルートで許可されている。
→ニュースや時事問題を扱う外国雑誌のインド版の出版については、26%までの FDI が政府ルートで許可されている。
→科学技術雑誌・専門誌・定期刊行物・外国新聞の復刻版の出版または印刷については、100%までの FDI が政府ルートで許可されている。
　追記：投資については、情報放送省が定める安全条件、規則・規制、およびその他のすべての関連する法的義務に従うことを条件とする。
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お問い合わせ

インド大使館
〒102-0074 東京都千代田区九段南 2-2-11

電話：03-3262-2391 to 97
FAX：03-3234-4866

Email : fspic@indembassy-tokyo.gov.in

インド総領事館

〒541-0056 大阪市中央区久太郎町 1丁目 9-26 船場 I.S. ビル 10 階
電話：06-6261-7299
FAX：06-6261-7201
Email : cgindia@gol.com

インド政府　

商工省　産業政策推進庁 投資促進室

外国投資家
→ Walt Disney（米国）

→ NBC Universal（米国）

→ Ogilvy and Mather（米国）

→ Blackstone（米国）

→ Interpublic Group（英国）

→ Bloomberg（米国）

→ News Corp（米国）

→ ソニー（日本）

→ Leo Burnett（米国）

→ BBC（英国）

担当省庁　　　　　
→ インド政府　情報放送省（http://mib.nic.in）
→ Indian Motion Picture Producers Association 
    （http://indianmotionpictures.com/imppa/index.html）
→ Film and Television Producers Guild of India 
    （http://filmtvguildindia.org） 
→ Newspaper Association of India（http://naiindia.com）
→ Association of Radio Operators of India（http://aroi.in）
→ Indian Music Industry（http://indianmi.org）
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